
平成２０年度ＮＰＯ関連予算
☆印は新規事業

番
号 課室名 新規・継

続の別
予算事業名

（事業内の個別事業名） 事業概要 団体名 ＮＰＯ予算額
（千円） 協働の形態

1 政策審議室 継続 15 年度～ 地域政策推進
（振興局政策コンペ）

地域の活性化を図るため、振興局が主体とな
り、それぞれの地域の実情にあった施策を展開
するもので、主に、地域の活動団体などと協働
し実施する。

未定 未定

2 政策審議室 継続 10 年度～ 地域政策推進
（地域・ひと・まちづくり補助）

地域の活性化を図るため、振興局が市町村や
民間団体等が行う地域づくり事業に補助金を交
付する。

未定 補助

3 文化国際課 継続 Ｓ２２ 年度～ 第６２回県展

県民の美術への関心を深め文化振興を図るた
め「洋画、日本画、書、写真、工芸、彫塑、華道」
の７部門の公募による展覧会を開催（開催場
所：和歌山市、橋本市、新宮市、白浜町、上富
田町）

和歌山県美術展覧会実
行委員会（事務局：和歌
山県美術家協会）

共催
実行委員会

4 文化国際課 継続 Ｓ４３ 年度～ 県民文化祭開催

広く県民に文化活動の発表の機会と優れた音
楽、舞台芸術等を鑑賞する機会を提供すること
により、県民の文化活動の機運を高揚するため
県民文化祭を開催（参加団体：県内文化団体
等）

県内文化団体 共催

5 文化国際課 新規 ☆ 友好（姉妹）提携等交流推進
（青少年交流等支援）

団体が行う青少年の国際交流活動を支援する
ことで学術・ビジネス等様々なシーンで国際的
に通用する人材を育成する。

県内の団体 共催

6 文化国際課 新規 ☆ 文化振興
（和歌山県文化事業補助金）

団体が行う文化事業を支援することにより、本
県の芸術文化活動の普及、保護等を図る。 県内文化団体 補助

7 文化国際課 新規 ☆
国際交流推進
（和歌山県国際交流活動支
援補助金）

官民共同により、県民の多文化共生意識の向
上。和歌山県の海外での知名度の向上。国際
社会で活躍できる人材の育成を図る。

県内の団体
海外の本県出身者を中
心に構成する団体

補助

8 総合防災課 継続 11 年度～
地域防災力向上
（防災ボランティアコーディ

ネーター等研修業務委託）

災害時のボランティア活動の中心的役割を担う
ボランティアコーディネーターの養成を目的とし
て研修を実施

未定 270 委託

9 総合防災課 継続 17 年度～
地域防災力向上
（地域防災リーダー育成研

修）

地域防災リーダー育成研修事業を実施し、自主
防災組織率を向上させ、地域防災力の向上を
図る。研修のうち、「災害とボランティア」講座を
担当

未定 事業協力

10 総合防災課 継続 19 年度～
地域防災力向上
（自主防災組織パワーアップ
支援事業補助金）

地域の実情に応じた防災活動を行う自主防災
組織に対し、市町村を通じて県が活動費用の１
／２を補助

未定 2,000 補助

11 総合防災課 継続 Ｓ３９ 年度～ 防災訓練の実施
（和歌山県防災総合訓練）

県・市町村・防災関係機関・地域住民が一体と
なった訓練を実施 事業協力

12 人事課 継続 14 年度～

職員研修事業
（新規採用職員研修：高齢者
疑似体験及び車椅子の介助
実習）

新規採用職員を対象とした研修の中で、うらし
ま太郎の機器（高齢者疑似体験グッズ）を装着
し高齢者の日常を擬似的に体験、また、車椅子
の操作及び介助実習を行うことにより、社会的
弱者の立場で考える職員を養成する。

未定 168 委託

13 人事課
(県民生活課) 継続 18 年度～ 職員研修事業

（ＮＰＯ協働体験研修）

ＮＰＯ法人に職員を派遣することにより、ＮＰＯと
の協働のあり方等を習得する。 未定 事業協力

14 情報政策課 継続 16 年度～ 情報交流センターＢｉｇ・Ｕ運
営管理

地域情報化の拠点として田辺市に整備した県
立情報交流センターＢｉｇ・Ｕの運営管理に指定
管理者制度を導入。
１ 施設維持管理業務
２ 総合窓口業務
３ 施設活用事業実施業務
（指定の期間：Ｈ１９．４～H24.3）

（特活）
和歌山ＩＴ教育機構 80,964 公の施設の管

理運営

15 情報政策課 継続 15 年度～ コンピュータ運営
（情報セキュリティ）

県民から預託された情報資産を守るために策
定した情報セキュリティポリシーの実効性を確
保するため、セキュリティ研修と内部監査を実施
し、職員のセキュリティ意識の向上及びセキュリ
ティ対策レベルの向上を図る。

（特活）情報セキュリティ
研究所 1,323 委託

16 地域づくり課 継続 17 年度～ 熊野健康村推進

世界遺産の地「熊野」を舞台に、熊野の持つ優
れた地域資源を活用し、「癒し」と「健康」を通し
た都市との交流拡大により産業の振興、雇用の
創出を図り、自律的地域経営モデルを構築す
る。

（特活）熊野本宮 事業協力

17 地域交流課 継続 15 年度～ 交流企画

ふるさと回帰運動を促進しているＮＰＯ団体との
連携により、ＵＪＩターン希望者に対して情報発
信を行う。（和歌山県が右記法人の団体正会
員）

（特活）ふるさと回帰支援
センター 50 事業協力

18 地域交流課 新規 ☆ 子ども農山漁村交流受入体
制整備支援

子どもの教育活動、地域コミュニティの活性化
の取り組みとして、小学生が農山漁村で宿泊体
験活動を行う「子ども農山漁村交流プロジェク
ト」の受入地域を育成・支援する。

未定 5,000 補助

19 人権施策推進課 継続 14 年度～ 人権啓発推進
（ふれあい人権フェスタ開

催）

県内の人権に関わる活動を展開するＮＰＯ等民
間団体と協働して、市民参加型の人権啓発を目
的とするフェステバルを開催する（（財）和歌山
県人権啓発センターへの委託事業）

未定 事業協力

20 人権施策推進課 継続 17 年度～
人権尊重の社会づくり推進
（民間への人権啓発活動委
託）

人権意識の高揚を図るための事業をＮＰＯ等の
民間団体から企画提案を募集し、選定のうえ、
提案団体へ委託して実施する。（（財）和歌山県
人権啓発センターへの委託事業）

未定 4,500 委託

21 人権施策推進課 継続 18 年度～
人権尊重の社会づくり推進
（わかやま人権パートナー
シップ推進事業）

県内の企業、ＮＰＯ等の団体と県が「和歌山人
権尊重の社会づくり協定」を締結し、協働するこ
とにより、人権啓発活動を積極的に展開する
「わかやま人権パートナーシップ推進事業」を実
施する。（一部（財）和歌山県人権啓発センター
へ委託）

未定 事業協力

22 環境生活総務課 継続 15 年度～ STOP！温暖化戦略推進
（環境マイスター養成講座）

家電販売店等において顧客等に地球温暖化、
省エネ家電製品について的確に説明するととも
に、家庭を訪問し家電の省エネ診断を行うこと
ができる「環境マイスター」を養成する。

和歌山県地球温暖化防
止活動推進センター
（NPOわかやま環境ネッ
トワーク）

984 委託

継続の場合
の開始年度



23 環境生活総務課 継続 19 年度～ 和歌山県温室効果ガス削減
実践モデル

温室効果ガスの排出削減に取り組む住民団体
等からの要請を受け、各家庭等での温室効果
ガスの排出削減を推進するため、地球温暖化
防止活動推進員等による電気使用量削減など
の研修会を開催する。

和歌山県地球温暖化防
止活動推進センター
（NPOわかやま環境ネッ
トワーク）

3,593 委託

24 環境管理課 継続 19 年度～ 和歌山まるごと環境教科書

和歌山のどこでも環境の勉強が体感型ででき
るよう、ポイントごとに情報等の整備を進め、ツ
アーコースとしても売り出す。また、ツアーに同
行して案内と解説をする語り部を養成する。将
来的にＮＰＯ等に任せて、継続的な語り部の活
動を維持するよう、語り部の育成を委託し、情報
と経験を共有していく。

未定 832 委託

25 県民生活課 継続 18 年度～ 犯罪被害者支援

NPOと協働し、犯罪被害者等への支援のあり方
や行政が取り組んでいる施策の情報提供、ＮＰ
Ｏの組織の充実等、犯罪被害者等に関する
様々な情報交換を随時実施する。

NPO法人紀の国被害者
支援センター 情報交換

26 県民生活課 継続 18 年度～
消費者安心サポート事業
（消費生活サポーターレベ

ルアップ講座）

平成１８年度よりNPOと協働して実施してきた消
費生活サポーター養成講座を受講したサポー
ターに対して、より実践的な啓発活動等に必要
な知識、技法を習得するためのレベルアップ講
座を開催する。

未定 555 委託

27 県民生活課 継続 S45 年度～
消費生活センター運営
（消費生活センター運営委

託）

消費生活センターの業務の内、相談・啓発業務
を消費者問題に取り組む法人に委託する。 未定 17,150 委託

28 県民生活課 継続 19 年度～

被災地生活支援ＮＰＯ体制
整備

ＮＰＯが被災地において専門性、チームワーク、
柔軟性などその持てる能力を最大限に発揮す
るため、それぞれに専門性を持つＮＰＯを登録
し、被災時に円滑かつ効果的な活動ができるよ
うな体制を整備する。

未定 509 委託

29 県民生活課 継続 13 年度～ ＮＰＯ推進事業
・ＮＰＯ活動の支援、促進
・ＮＰＯ職員研修
・ＮＰＯ、市民、行政による交流事業

未定（開催地域の中間
支援組織） 200 委託

30 県民生活課 継続 14 年度～ NPOサポートセンター運営

ＮＰＯサポートセンターの管理運営
・サポートセンターの窓口業務
・ＮＰＯ活動支援業務
・施設維持管理業務(指定期間：H18.4～H21.3）

（特活）わかやまＮＰＯセ
ンター 43,122 公の施設の管

理運営

31 県民生活課 新規 ☆ ＮＰＯ法制定１０周年ＮＰＯ
フェスタ

ＮＰＯ法制定１０周年を記念して、「和歌山を元
気にする」をテーマに、ＮＰＯが開催するフェスタ
に対し補助する。

未定 4,000 補助

32 青少年・男女共同参
画課 継続 17 年度～

青年長期社会体験活動

ひきこもりなど社会との関係が希薄な青年（高
校生年齢以上）が、社会の中で自ら行動できる
ようになるために、福祉作業所等での社会体験
参加を支援する。
○支援推進委員会の開催（庁内関係課、ＮＰＯ
団体等）
○県内支援基盤の整備

未定 2,300 委託

33 青少年・男女共同参
画課 継続 10 年度～

男女共生社会推進センター
運営
（りぃぶる自主企画事業）

女性団体やグループが実施する、女性の交流
や社会参画に向けた自主的な企画開催のため
にセンターの研修室等会場として提供

公共施設等の
提供

34 青少年・男女共同参
画課 継続 18 年度～

男女共生社会推進センター
運営（りぃぶる企画提案事
業）

NPO等地域で活動している団体から、地域で男
女共同参画をすすめるための企画案を募集し、
優秀なものを採択し事業運営を委託する。

未定 150 委託

35 青少年・男女共同参
画課 継続 15 年度～

男女共同参画推進地域プロ
ジェクト（りぃぶるdeさんかく
トーク）

男女共同参画について講話等から問題点を提
起しながらグループワーク等により、地域や家
庭で今できることを考え、実践に移す機会をつく
る。

未定 846 委託

36 青少年・男女共同参
画課 継続 10 年度～ 男女共生行政推進事業

（一時保育ルーム設置）

県の行事で一時保育を実施
未定 委託

37 子ども未来課 継続 15 年度～ 母子等福祉推進
（ 日常生活支援 ）

ひとり親家庭が修学などの自立促進に必要な
事由や疾病などの社会的な事由により、一時的
に介護、保育のサービスが必要な場合に支援
員を派遣する。

WACわかやま 545 委託

38 子ども未来課 継続 19 年度～ 紀南ＤＶセンター設置
ＤＶ被害者支援のための総合センターを紀南地
域に設置し、相談業務・緊急避難してくるＤＶ被
害者の保護等の支援を行う。

ＤＶ被害者支援の会
ニュースタート 2,158 委託

39 子ども未来課 新規 ☆ 児童自立援助ホーム運営
児童養護施設等を退所した児童の日常生活上
の援助や自立の支援を行う「自立援助ホーム」
に対し、運営費の補助を行う。

未定 7,133 補助

40 介護予防推進室 継続 16 年度～ 認知症対策総合推進
（家族支援）

「認知症高齢者をかかえる家族に対する支援」
認知症高齢者本人や介護者等に対して、認知
症の知識や介護技術に加え、精神面を含めた
支援を実施する体制を構築する。
①認知症電話相談窓口の設置
②認知症の人と家族のつどい

特定非営利活動法人
認知症サポートわかやま 2,300 委託

41 介護予防推進室 継続 18 年度～
地域福祉
（団塊世代が地域の担い手
地域活動モデル事業補助）

団塊世代を含めた高齢者世代が、豊富な知識
や社会経験を活かして行う地域福祉向上のた
めの介護予防に繋がるような継続性のある活
動に対して支援を行う。

未定 2,000 補助

42 障害福祉課 継続 14 年度～ 身体障害者福祉振興事業
（知的障害者療育事業）

知的障害者の社会参加を促進するため団体が
開催する事業に対して補助を行う。

ＮＰＯ法人和歌山県手を
つなぐ育成会 210 補助

43 障害福祉課 継続 19 年度～ チャレンジド工賃水準倍増計
画

障害者が働く小規模作業所・授産施設・新体系
就労型事業所における売り上げ向上を図り、利
用者の工賃倍増を目指し、専門家を派遣するな
どの事業を実施する。

ＮＰＯ法人社会的就労支援
機構 10,000 委託

44 障害福祉課 継続 16 年度～ ひきこもりお助けネット

ＮＰＯ等民間団体が実施する『「ひきこもり」者社会参
加支援センター（以下「センター」という。）』を指定
し、運営費を補助。補助を受けたセンターは以下の
業務を行う。
１．「ひきこもり」者に対する居場所の提供
２．「ひきこもり」者及びその家族からの相談
３．「ひきこもり」者及びその家族への家庭訪問
４．「ひきこもり」者の当事者会及び「ひきこもり」者の
家族の会への支援
５．「ひきこもり」者の就労支援及び就学支援

ＮＰＯ法人エルシティオ
ＮＰＯ法人ハートツリー 5,774 補助



45 障害福祉課 継続 19 年度～
障害者社会参加促進事業
（盲ろう者通訳・ガイドヘル
パー養成事業）

盲ろう者向けの通訳・ガイドヘルパーの養成研
修を実施する。 ＮＰＯ法人和歌山盲ろう

者友の会 465 委託

46 難病・感染症対策課 継続 19 年度～

紀の国森づくり基金活用事
業
（森林と共生するための花粉
症対策）

県民が森林に親しみ、理解を深め、本県の森林
と共生できるように、乳幼児とその家族及び妊
婦の生活習慣等の調査を実施し、花粉症の対
策を検討する。

ＮＰＯ法人日本健康増進
支援機構 3,000 委託

47 難病・感染症対策課 継続 16 年度～
エイズ予防対策
（エイズカウンセラー派遣事
業）

エイズカウンセリングに関する委託契約を締結
し、患者及びその家族の心のケア等を実施。 特定非営利活動法人ＨＩ

Ｖと人権・情報センター 3,042 委託

48 難病・感染症対策課 継続 6 年度～ エイズ予防対策
（エイズ夜間電話相談事業）

エイズに関する不安・相談に対応するため、夜
間電話相談に関する委託契約を行い、不安の
解消や正しい知識の普及に努める。

エイズサポートネットわ
かやま 360 委託

49 薬務課 継続 17 年度～
薬物乱用対策事業

（夜間における薬物相談
電話業務委託事業）

薬物の乱用が犯罪であることから、薬物依存者
及びその家族等が公的な窓口に相談しにくい状
況にあることから、夜間、気軽に相談できる窓口
を設置し、依存者等からの相談に対応し、立ち
直りを支援する。

和歌山県ＢＢＳ連盟 120 委託

50 薬務課 継続 18 年度～ 骨髄バンク普及推進事業

県民に骨髄移植に関する正しい知識の普及啓
発を行うとともに、骨髄バンク登録の機会を増
やすために献血併行型ドナー登録会及び休日
等のドナー登録会を開催する。

血液疾患患者家族の会
「ひこばえ」
和歌山骨髄献血の和を
広げる会

事業協力

51 商工観光労働総務課 新規 ☆ 社会起業家育成支援事業

地域課題の解決にビジネス手法で取り組む社
会事業（コミュニティビジネスやソーシャルビジネ
スなど）の普及啓発、創業支援、既存事業者の
経営支援等を行う「社会起業家支援センター」
業務を公募により選定したＮＰＯに委託する。
また、支援センター業務のなかで、優れたビジ
ネスプランの表彰も予定。

未定 3,253 委託

52 商工振興課 新規 ☆
企業活動継続支援事業
（事業継続計画（ＢＣＰ）作成
支援事業）

災害発生時等に備えた事業継続計画（ＢＣＰ）
の策定を支援するため、NPO法人事業継続推
進機構と協力して、相談体制の確立や講習会
の開催等を行う。

特定非営利活動法人事
業継続推進機構 企画立案

53 農林水産総務課 継続 19 年度～ 食育情報発信
食育に関する情報を発信するＮＰＯ，企業、団
体等の取り組みを支援 未定 1,000 補助

54 食品流通課 継続 16 年度～ わかやま喜集館運営
（物産紹介・展示委託）

東京有楽町にあるアンテナショップ「わかやま喜
集館」における県産品の紹介・展示業務委託 ＮＰＯ法人 ふるさと往来

クラブ 6,428 委託

55 食品流通課 新規 ☆ アドバイザー設置事業
県産品の国内外での販路開拓を推進するため
アドバイザーを招へいする。

特定非営利活動法人
国際社会貢献センター
（ＡＢＩＣ）

4,000 委託

56 農業農村整備課 継続 19 年度～

中山間ふるさと・水と土保全
対策事業
（耕作放棄地再生活動協働
モデル）

中山間地で増加している耕作放棄地を優良な
農地へ再生する新たな手法を求めるため、ＮＰ
Ｏ等民間団体、学校等から公募により企画提案
を求め、モデル的に実施する。

未定 5,000 委託

57 林業振興課 継続 19 年度～ 紀の国森づくり基金活用事
業

森林環境の保全及び森林と共生する文化の創
造を図るため、普及・啓発、森林整備、森林資
源の利活用及び税の目的を達成するための活
動等を県民の発想・取り組みにより実施

未定 50,000 補助

58 林業振興課 新規 ☆ 紀州材販売プロジェクト
木材製品の国内外流通対策 アドバイザーの
指導・助言を受け紀州材の販路拡大を図る。

特定非営利活動法人
国際社会貢献センター
（ＡＢＩＣ）

2,058 委託

59 森林整備課 継続 14 年度～
やすらぎの森創造・体験
（根来山げんきの森指定管

理者委託料）

平成１４年度春に一部オープンした根来山げん
きの森を、より多くの県民が活動できるようボラ
バイター的人材をインストラクターとして活用し、
より多くの県民が森林づくりに参加できる体制を
確立する。（指定期間：H18.4～H23.3)

特定非営利活動法人
根来山げんきの森倶楽
部

5,600
委託

（公の施設の管
理運営）

60 水産振興課 新規 ☆ 水産業振興
（ 県水産物の販路拡大 ）

水産物流通アドバイザーの指導・助言を受け、
県産水産物の販路拡大を図る。

特定非営利活動法人
国際社会貢献センター
（ABIC)

2,432 委託

61 道路保全課 継続 18 年度～ 紀州もてなし街道推進支援

紀南地域をモデル地域とし、日本風景街道の概
念に基づき、景観・歴史・文化・自然など、地域
の魅力を「道」でつなぎながら、地域と行政とが
連携して美しい景観づくり、魅力ある地域づくり
を行う。

未定 1,200 補助

62 道路保全課 継続 S43 年度～ 道路維持事業（道路愛護会
事業）

道路の愛護思想を普及してその機能を向上させ、道
路等の機能をさまたげるような雑草木、ごみ等の障
害物の除去につき当該道路等の管理者に協力

道路愛護会（９１団体） 事業協力

63 道路保全課 継続 18 年度～ 紀の国マイロード

県が管理する道路を地元自治会、企業、非営利組
織その他民間団体が自主的に清掃、除草、花の植
栽その他環境保全活動を実施する「紀の国マイロー
ド事業」を支援することにより、地域に対する愛着や
誇りを育み、県民と道路管理者との協働により豊か
で快適な道路空間を創造する。

クロガネモチロード小松
原ほか１６団体を予定 6,903 事業協力

64 道路保全課 継続 16 年度～ 道路・河川の安全確保情報
提供事業

公共の安全確保の一環として、道路・河川等の
損傷箇所等の情報をＮＰＯ法人からいち早く管
理者にファックス又は電話で情報提供する。

（特活）セーフティー 情報提供

65 河川課 継続 S43 年度～ ラブリバー

（ 河川愛護会 ）

河川愛護思想の普及に努め、河川敷の草刈り
や清掃活動を行うことを目的に設置された河川
愛護会の活動を支援するために奨励金の交付
を行っている。

県内河川愛護会
３４５団体

（平成２０年４月１日現
在）

14,630 助成

66 河川課 継続 17 年度～ ラブリバー
（ スマイルリバー ）

河川環境の保全、向上に熱意を持つＮＰＯ、自
治会、学校等民間団体を公募し、河川環境保
全、美化に係る諸活動を実施して頂き、活動に
対し必要物資を提供、傷害保険への加入等の
支援を行う。（アドプト事業）

平成２０年４月１日現在
５団体 1,512 助成

67 港湾空港振興課 継続 18 年度～ 和歌山マリーナシティ管理事
業

和歌山マリーナ（ディンギーマリーナ）の管理運
営を公募により決定した指定管理者が実施。

特定非営利活動法人和
歌山セーリングクラブ 3,239 公の施設の管

理運営

68 生涯学習課 継続 15 年度～ 生涯学習推進の基盤整備
（きのくに県民カレッジ）

人々の生涯にわたる学習活動を支援し、より学
びやすい環境を整備するため、ＮＰＯ等の主催
する講座等をとりまとめ、広く情報提供を行う。

特定しない 事業協力



69 生涯学習課 継続 19 年度～
生涯学習推進の基盤整備
（生涯学習“繋”ﾊﾟｰｿﾝねっと
わーく）

県内のＮＰＯ等、生涯学習に関係する団体間の
ネットワーク構築、強化及び拡大を目的とした事
業を実施する。 特定しない 企画立案への

参画、事業協力

70 生涯学習課 継続 19 年度～
予算外事業
（ふれあいルームでの体験学
習・生涯学習支援）

子どもから高齢者に至るまで、生涯学習の体験
教室をボランティアにより開催する。 きのくにふれあい学習研

究会 共催

71 健康体育課 継続 19 年度～ 地域防災リーダー育成
（高校生防災スクール）

高校生に対し、和歌山大学や自衛隊等の協力
により災害図上訓練や実働訓練など防災に関
わる実践的研修会を実施し、地域防災のリー
ダーとなる高校生を育成する。

和歌山県木質資源開発
機構 事業協力

72 健康体育課 継続 18 年度～ 子どもセーフティ

通学路の安全を確保するための一斉指導や啓
発活動、地域ボランティアの育成等により、子ど
もの安全を守る。

任意団体
・自主防犯組織
・子ども見守り隊 等

事業協力

73 警察本部
警察相談課 新規 ☆ 犯罪被害者早期支援

犯罪等の被害者やその家族の精神的、経済的な被
害を軽減するための支援活動
・ 犯罪被害者等からの相談対応
・ 犯罪被害者等への直接支援
・ 犯罪被害者等支援の広報啓発

等を強化し、「犯罪被害者等早期援助団体」の指定
を目指す。

NPO法人紀の国被害者
支援センター 3,000 補助

315,878 千円【注】今回団体等を経由して間接的に
ＮＰＯへ委託・補助を行うものは含ま
ない。


